
高規格幹線道路（直轄事業）

【財務省】

14 未来への投資、社会資本整備予算の確保について

・国の財政制度等審議会では、「日本の社会インフラは概成しつつある」とし、

公共事業予算を抑制する議論がなされているところであるが、広大な県土を有し

急峻な地形や脆弱な地質条件を持つ本県は、社会資本の整備が未だ十分ではない

●「確かな暮らしが営まれる美しい信州」の実現に向けた社会資本整備

道路改良率67％、河川整備率39％、土石流危険渓流整備率22％など

取 組

○安全・安心、快適な暮らし実現に向け、県総合5か年計画に公共事業の主な

整備予定箇所を掲載し、計画的に整備を推進

○ 昨年度策定の「重要インフラの緊急点検の結果及び対応方針」を踏まえ、

「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」を積極的に実施

ストック効果を発揮し、地域を支える社会資本

高規格幹線道路（直轄事業）

中部横断自動車道
佐久臼田ＩＣ付近

都市再生整備計画事業（市町村事業）

小諸宿周辺地区（小諸市）

インフラ老朽化対策（県事業）

主要地方道長野大町線
細超橋修繕（小川村）

安全・安心対策（河川）（県事業）

一級河川 砥川（下諏訪町）

←長野市中心部 長野電
鉄

須坂市→

↓
長野市
中心部

高田若槻線(長野市)

街路事業（県事業）

三遠南信自動車道
天龍峡大橋（仮称）
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長野県の状況
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提案・要望

１ 社会資本整備に必要な予算の確保
国や地方が行う社会資本整備事業が着実に進められるよう、公共事業に関する必要な予算を確保すること。特にリニア中央新幹線関連の基盤整備や

高規格幹線道路網の整備については、十分な予算配分を行うこと

２ 防災・減災対策やインフラ老朽化対策に必要な予算の確保
激甚化する豪雨災害や近年頻発する大規模な地震に備えるため、道路、河川、砂防、治山、下水道、ため池、農業水利施設などの防災・減災対策や

長寿命化、住宅・建築物の耐震化対策などに必要な公共事業予算を確保すること

また、緊急防災・減災事業債の恒久化に必要な財政措置を講じること

４ 社会資本整備総合交付金等の必要額の確実な確保
地域ニーズを踏まえた社会資本整備を着実に進めるため、社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金、個別補助の必要額を確実に確保すること

３ 防災・減災、国土強靱化のための3か年緊急対策に必要な予算の確実な確保
防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策が着実に実施できるよう、緊急対策に必要な予算を確実に確保すること

■県内高規格幹線道路網の地域間格差やミッシングリンクの解消、

リニア中央新幹線関連の基盤整備は地域振興のために極めて重要

課 題
社会資本総合交付金・防災安全交付金の要望額・内示額（国費）

＜長野県＋市町村＞

■激甚化する豪雨災害や、近年頻発する大規模な地震から県民の

いのちを守るための対策が求められている

■防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策を実施するため

には、多額の費用が必要

■急速に老朽化する社会基盤施設の適切な維持管理・更新を進めて

いくための財源及び予算の確保が大きな課題

■地方公共団体が実施するインフラ整備は社会資本整備総合交付金

に大きく依存しているが、要望に対する措置率は不十分

（Ｈ31には、３か年緊急対策分を含む）

‐ 28 -


